
成田国際空港株式会社法案（仮称）について

特殊法人等改革基本法に基づく特殊法人等整理合理化計画の円滑な実施に資
するため、新東京国際空港公団を解散して成田国際空港株式会社（仮称）を
設立する。

１．民営化の目的

①国際競争力のある自立的な経営主体の確立

②空港経営の一層の効率化
利用者負担の軽減、利便性の
向上が可能に

２．法案の概要

新東京国際空港公団

成田国際空港株式会社（仮称）

新東京国際空港公団を解散し、全額国出資の特殊会社である
成田国際空港株式会社（仮称）を設立する。

※　公団から会社への移行は、平成１６年４月１日とする。

＜民営化の利点＞

＜課題への対応＞

空港周辺地域における環境対策・共
生策を会社の事業として明記する。
（国の監督命令により担保）

会社の業務運営の自由度を高め新規事業への進出を容易にする

本来の平行滑走路（2，500ｍ化）
等の整備を推進

環境対策・共生策の適切かつ
確実な実施

会社は、大臣が定める基本計画に
従って空港の設置・管理等を行うこ
ととする。（国の監督命令により担保）
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成田国際空港株式会社法案（仮称）の概要

特殊法人等改革基本法に基づく特殊法人等整理合理化計画の円滑な実施に資するた

め、新東京国際空港公団を解散して成田国際空港株式会社（仮称）を設立する。

１．骨子
(1) 成田国際空港株式会社（仮称）の設立

特殊法人等改革基本法に基づく「特殊法人等整理合理化計画」（平成13年12月19
日閣議決定）に従い決定された「道路関係四公団、国際拠点空港及び政策金融機関

の改革について」（平成14年12月17日閣議決定）において、新東京国際空港公団
（以下「公団」という。）については「平成16年度に全額国出資の特殊会社にす

る」とされたことに基づき、公団の業務を引き継ぐ特殊会社を設立することとし、

本法において、次の事項を定めることとする。
① 法人の名称は、成田国際空港株式会社（仮称。以下「会社」という。）とする。

② 成田国際空港の設置及び管理は、国土交通大臣が定める基本計画に適合するも
のであることを要する。

③ 会社の事業の範囲は、次のとおりとする。
イ 成田国際空港の設置及び管理

ロ 成田国際空港における航空保安施設の設置及び管理

ハ 航空旅客取扱施設、航空貨物取扱施設、航空機給油施設等の建設及び管理
ニ 成田国際空港の周辺における航空機騒音等に係る環境対策

ホ ニに掲げるもののほか、成田国際空港の周辺における生活環境の改善に資
する事業 等

④ 政府は、会社に対して無利子貸付けを行うことができる。
⑤ 会社は、新株発行、社債募集、代表取締役等の選定、事業計画等について、国

土交通大臣の認可を要する。

⑥ 国土交通大臣は、会社に対し、業務に関し監督上必要な命令をすることができ
る。

(2) 会社の設立に伴う経過措置等
① 会社の設立に際しては、公団が全ての財産を出資することとし、会社は公団の

一切の権利及び義務を承継することとする。
② 会社の資本を適正な規模とするため、公団から会社に移行する際に、公団に対

する国の既往の出資の一部については、会社に対する国からの無利子貸付金に振
り替えることとする。

③ 政府は、当分の間、会社に対して出資及び債務保証を行うことができる。

④ その他所要の経過措置等を設ける。

２．留意事項
(1) 非予算関連法案

(2) 閣議決定希望時期：３月上旬



道路関係四公団、国際拠点空港及び政策金融機関の改革について（抄） 

 

平成 14 年 12 月 17 日  

 閣 議 決 定    

 

道路関係四公団、国際拠点空港及び政策金融機関のあり方については、特殊

法人等整理合理化計画（平成 13 年 12 月 19 日閣議決定）に従い、それぞれ道路

関係四公団民営化推進委員会、国土交通省、経済財政諮問会議において検討さ

れ、今般その結果がとりまとめられたところであるが、今後の対応については

下記の方針によることとする。 

記 

２ 国際拠点空港 

 政府は、それぞれの空港が創意工夫を活かせるような自立的な経営環境を

整えるとともに、経営の一層の効率化、経営の透明性の向上、利用者サービス

の向上等を推進することとし、その経営形態については、それぞれ以下のとお

り単独で民営化を進める。 

(１) 新東京国際空港公団については、完全民営化に向けて、平成１６年度に

全額国出資の特殊会社にすることとし、そのための法律案を次期通常国会

に提出する。 

 

（参考） 

特殊法人等整理合理化計画（抄） 

  平成 13 年 12 月 19 日  

                       閣 議 決 定    

 

新東京国際空港公団 ●国際ハブ３空港の経営形態のあり方については、従来の

航空行政を厳密に検討した上、上下分離方式を含め民営化

に向け平成１4年中に政府において結論を得ることとする。 


